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 はじめに  
 

本市では、平成 13（2001）年に、「男女共同参画のための藤井寺市行動計画（ふじいでら女性プラン）」を策定しました。平成 23（2011）

年には藤井寺市男女共同参画推進条例を施行し、また、平成 28（2016）年には、「第 3期 男女共同参画のための藤井寺市行動計画～ス

クラムチャレンジプラン～」を策定しました。 

この 20 年の間に、男女共同参画にまつわる制度や法の整備はされてきたものの、依然としてジェンダーや固定的な性別役割分担意

識は根強く残っており、また、DV やセクシュアル・ハラスメント等の人権に関わる問題は深刻化し、男女共同参画社会の実現にはま

だまだ多くの課題が残されています。 

そこで、これまでの本市における男女共同参画の取組の成果や課題を踏まえ、令和 3（2021）年 3月に「第 4期男女共同参画のため

の藤井寺市行動計画～スクラムチャレンジプラン～」（以下「第 4期計画」という。）を策定しました。第 4期計画は、3つの基本目標

と 9の重点項目及び 30の施策の方向を定め、令和 7（2025）年を目標年次として、性別にとらわれず、自分らしさを大切にしながらい

きいきと暮らしていける男女共同参画社会の実現を目指し、全庁的に取り組んでいくものです。また、第 4期計画の一部を、女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律に規定される「市町村推進計画」及び 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律に規定される「市町村基本計画」として位置付けています。 

本実績報告書は、令和７年度において実施された男女共同参画施策の取組をまとめたものです。今後も、男女共同参画社会の実現に

向け、積極的かつ着実な施策の推進をよろしくお願いいたします。  
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1．行動計画施策体系図

基本目標 重点項目 施策の方向

① 多様な媒体による男女共同参画推進のための広報・啓発活動の充実

② 男女共同参画の視点に立ったメディア・リテラシーの育成

③ 男女共同参画ルームの充実

① 男女共同参画の視点に立った保育・教育の推進

② 性別にとらわれず多様な選択を可能にする学習機会の確保

③ 生涯を通じた男女共同参画に関する学習の充実

① 審議会等への女性の参画促進（参画率35.0%以上を目標）

② 地域活動における男女共同参画の推進

③ 男女共同参画の視点を持つ人材の養成と支援

④ 男女共同参画の視点で活躍する団体への支援

① 事業所への啓発

② あらゆるハラスメント防止対策の推進

③ 女性の就労や起業に関する支援

① ワーク・ライフ・バランスの啓発

② 男女共同参画の視点に立った子育て支援施策の推進

③ 男女共同参画の視点に立った高齢者介護施策の推進

④ 育児・介護等への男性の参画促進

① 職員の男女共同参画意識の高揚

② 庁内推進体制の充実

③ 女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の推進

① 妊娠・出産等のライフステージに応じた心身の健康支援

② 喫煙・飲酒などによる健康被害の予防に関する啓発

③ 性に関する情報提供と教育の推進

① 男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立

② 男女共同参画の視点を取り入れた地域防災力の向上

① ＤＶなどあらゆる暴力を許さない意識の啓発

② 加害者も被害者も生まないための取組の検討

③ 相談窓口の充実・周知および相談体制の強化

④ 被害者の保護と自立支援

⑤ 庁内関係課や関係機関とのネットワークの強化

１ 性の尊重と健康への支援

３ あらゆる暴力の根絶

  【DV防止基本計画】

1 あらゆる分野における

 性別役割分担意識の変革

２ 男女共同参画を浸透

    させる教育・学習の充実

１ 意思決定過程における

    男女共同参画の推進

２ 働く場での男女共同参画の推進

 【女性活躍推進計画】

３ ワーク・ライフ・バランスの推進

  【女性活躍推進計画】

２ 防災における男女共同参画の推進

４ 藤井寺市の男女共同参画の職場づくり

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

男女共同参画に対する正しい理解

の促進

男女がともに社会のあらゆる分野

に参画する機会の確保

誰もが安心して暮らせる環境の整

備
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事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

広報紙による啓発 協働人権課 6月の男女共同参画週間に合わせて、市広報紙6月号にて男女共同参画特集記事を掲載した。 -

ホームページによる啓発 協働人権課
市のホームページにて「男女共同参画」のカテゴリーを設け、イベント情報や啓発資料、男女共同参画の推進施

策に関する情報を発信した。
-

啓 発 リ ー フ レ ッ ト の 作

成・配布
協働人権課

男女共同参画情報誌「まい・ゆあ・せるふvol.14」を作成し、市ホームページへの掲載、市役所ロビーへの配架

等を行い、市の男女共同参画施策の取組を周知した。
-

啓発動画の配信 協働人権課
男女共同参画に関連したテーマ（ＤＶ、アンコンシャス・バイアス）について、藤井寺市公式YouTubeチャンネ

ルにて動画配信を行った。
-

男女共同参画に関する本

の購入・収集
図書館

働く親の育児・介護の本、資格や進路など職業選択に関する本、ジェンダー問題に関する本、ハラスメントの防

止対策など、男女共同参画に関する本を収集し、提供した。それ以外にも子ども向きの啓発本、性教育について

の本を用意した。また、図書館ホームページにテーマ検索として「人権に関する本」を設け、ハラスメント、

DV、女子差別撤廃条約についての本などを容易に調べられるようにした。

他の図書と区別

なく購入してい

る為、不詳

施策の方向①  多様な媒体による男女共同参画推進のための広報・啓発活動の充実

基本目標Ⅰ 男女共同参画に対する正しい理解の促進

重点項目１ あらゆる分野における性別役割分担意識の変革
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広報紙の点検 魅力発信課

毎月発行している「広報ふじいでら」の中で、男女の固定的役割分担へと結びつくような内容の文面やイラスト

を使用しないよう、その表記方法も含めて編集の段階で点検した。また、男女共同参画の実現のため、広報編集

委員13名のうち女性5名を人選し、多様な視点も取り入れた広報紙づくりを目指した。

-

啓 発 リ ー フ レ ッ ト の 作

成・配布
協働人権課

男女共同参画情報誌「まい・ゆあ・せるふvol.14」を作成し、男女共同参画推進の視点からメディアリテラシー

に関する記事を掲載、市ホームページへの掲載、市役所ロビーへの配架等を行い情報を提供した。

表現ガイドラインの活用 協働人権課
市の情報発信において、職員が男女共同参画の視点を持つように、「職員のための男女共同参画の視点からの表

現ガイドライン」を庁内ネットワークに登録し活用を促した。
-

男女共同参画に関する図

書や資料の収集・提供
協働人権課

男女共同参画に関する図書の貸出を実施するとともに、新たに５冊の図書を購入した。また、国や地方自治体の

発行資料を収集し、男女共同参画ルームにて随時配架して提供した。
11,264

施策の方向②  男女共同参画の視点に立ったメディア・リテラシーの育成

施策の方向③  男女共同参画ルームの充実
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事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

男女平等教育の指導 学校教育課 認識し、自他の生命の尊さに気付くとともに、個性や考えを認め合い、高め合える集団をめざし、発達段階に応

じながら、学校教育活動全体を通じて計画的に豊かな心や、人権意識を育む教育を進めるよう指導した。

-

学校園における男女平等

教育の推進
学校教育課

すべての教育活動において男女の人権を尊重し、児童、生徒の発達段階に応じた共生教育の充実を図るよう各学

校園に指導した。また、人権教育の中で、「無意識による思い込みや偏見」について学習する機会を設けた。
-

男女混合名簿の実施 学校教育課 市内7小学校、3中学校のすべての小中学校で実施した。 -

制服･体操服の点検 学校教育課

制服…市内全中学校において、男子、女子ともに制服で、令和３年度までは、第三中学校のみブレザータイプの

制服であり、スカート及びスラックスの着用を選択制としてきた。令和４年度新入生から藤井寺中学校、令和５

年度新入生から道明寺中学校で、ブレザータイプの制服に変更し、スカート及びスラックスの着用を選択できる

ようにした。

体操服…小･中学校では、男女とも同色の上下体操服を適用した。

-

重点項目２ 男女共同参画を浸透させる教育・学習の充実

施策の方向①  男女共同参画の視点に立った保育・教育の推進
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教科書の点検 学校教育課 中学校の家庭科、技術科では男女共修を実施した。 -

男女平等の視点に立った

教育・保育の推進

こども 施設

課

乳幼児が常に安心感をもって十分活動できるよう配慮し、心身ともに健全で調和のとれた豊かな人間性をもった

子どもの育成をめざし保育を実践した。
-

研修会の開催 学校教育課
会議や校内研修を通して、人権研修の一環として男女平等教育を含む教材集の活用等について学ぶ機会を設け

た。
-

男女共同参画推進講座 協働人権課

〇ドロドロマグマを作ってみよう！

子ども達が性別にとらわれず自分のしたい事を選択できるよう、理系で活躍する女子学生をサポーターに呼び、

火山噴火の仕組みを学んだ。

講師：大阪公立大学女性研究者支援室 理系女子大学院生チームＩＲＩＳ

27,568

男女共同参画フォーラム 協働人権課
の講演会を藤井寺市人権のまちづくり協会との共催により、以下のとおり実施した。
内容：講演：女流って何なん？わたしらしく活躍するために（落語家/桂 二葉さん）

250,000

キャリア・進路指導の推

進
学校教育課

小・中学校9年間を見通した進路指導の推進のため、小学校より、多様な価値観を認め合える教育及びキャリア

教育を実施した。
-

施策の方向②  性別にとらわれず多様な選択を可能にする学習機会の確保
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親子クッキング
健康・ 医療

連携課

食事作りを通じて、食のバランスを身につけてもらうことを目的として開催した。
237,507

幼児クッキング
健康・ 医療

連携課

幼児期からの調理体験を通して、食への関心を高めてもらうことを目的として開催した。
82,126

事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

関係各課

目標達成に向け、平成25年4月1日に制定した「藤井寺市審議会等委員への女性登用促進要綱」に基づき、全庁的

に女性委員登用促進を図った。

・地方自治法第180条の5に基づく委員会（令和8年3月31日現在）

 機関数6 ／委員数39人／女性委員数10人／女性比率25.6％

・地方自治法第202条の3に基づく委員会（令和8年3月31日現在）

 機関数36 委員数386人／女性委員数116人／女性比率30.1％

・全体（令和8年3月31日現在）

 委員数425人／女性委員数126人／女性比率29.6%

-

協働人権課 審議会等を所管している関係部課に対して、一人でも多い女性委員の登用に向けた取組依頼を通知した。 -

施策の方向③  生涯を通じた男女共同参画に関する学習の充実

基本目標Ⅱ 男女がともに社会のあらゆる分野に参画する機会の確保

重点項目１ 意思決定過程における男女共同参画の推進
施策の方向①  審議会等への女性の参画促進（参画率35.0%以上を目標）

審議会等への女性委員の

参画促進
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ホームページによる周知 協働人権課 市のホームページにて、地域活動における男女共同参画の推進に関する情報を提供した。 -

男女共同参画ルームの開

設
協働人権課

コーナーを設け、男女共同参画を目指す活動の場として提供した。
-

男女共同参画推進講座

【再掲】Ⅰ-２-②
協働人権課

〇ドロドロマグマを作ってみよう！

子ども達が性別にとらわれず自分のしたい事を選択できるよう、理系で活躍する女子学生をサポーターに呼び、

火山噴火の仕組みを学んだ。

講師：大阪公立大学女性研究者支援室 理系女子大学院生チームＩＲＩＳ

27,568

施策の方向② 地域活動における男女共同参画の推進

施策の方向③  男女共同参画の視点を持つ人材の養成と支援
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連合婦人会活動への支援 生涯学習課
連合婦人会活動へ補助金を交付するなど支援を行った。

主な事業：編物・みそ作り教室の開催
90,000

自主研究グループみらい

への支援
協働人権課

自主研究グループみらい（平成13年度に企画した女性講座の修了生たちが集まって発足した、女性問題の自主研

究グループ）と協働して男女共同参画推進講座を企画した。
-

男女共同参画ルームの開

設【再掲】Ⅱ-１-③
協働人権課

コーナーを設け、男女共同参画を目指す活動の場として提供した。
-

施策の方向④  男女共同参画の視点で活躍する団体への支援
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事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

事業主に対する各種情報

の提供
産業労働課

男女雇用機会均等やワーク・ライフ・バランスの推進のため、パンフレット・ポスター等により事業主に対する

関係法令等の周知・啓発を行った。
-

創業支援事業 産業労働課
関係機関と連携し、創業を希望する方に対する相談や、創業された方に対するフォローアップを通じて、地域に

おける創業支援の充実を図った。
-

職場のハラスメント防

止研修
人事課

職場のハラスメント防止のための基本的な知識に加え、実際に所属内で事案が発生したときの対応方法など

について、マネジメントの観点を交え理解を促すことを目的とし、管理職を対象として研修を実施した。 198,000

施策の方向②  あらゆるハラスメント防止対策の推進

重点項目２ 働く場での男女共同参画の推進  【女性活躍推進計画】

施策の方向①  事業所への啓発
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地域就労支援事業 産業労働課

雇用・就労を実現できない者や就労意欲が低い学卒無業者などに対して、一人ひとりの相談内容に応じた関係機

関へ紹介することで、就労阻害要因の克服や就労に関する意識意欲の向上を図り、地域の関係機関と連携し雇

用・就労につなげた。

-

子・父子自立支援プロ

グラム策定
こども 育成

課
た自立支援プログラムを作成し、対象者の自立・就業に結びつけた。

-

ひとり親家庭自立支援教

育訓練給付金
こども 育成

課
合、受講料の補助を行った。

115,720

ひとり親家庭高等職業訓

練促進給付金
こども 育成

課

5,692,000

施策の方向③  女性の就労や起業に関する支援
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ひとり親家庭高等学校卒

業程度認定試験合格支援

給付金事業

こども 育成

課

ひとり親家庭の親及び児童が、高等学校卒業程度認定試験の合格のために対象講座を受講する場合、受講料の一

部を受講開始時給付金、受講終了時給付金として支給し、また、受講終了日から2年以内に高等学校卒業程度認

定試験の全科目に合格した場合、合格時給付金を支給する。

-

子・父子自立支援員の

配置
こども 育成

課
の相談も含め、あらゆる相談に応じ、自立に必要な情報提供も行った。

-

子育て 支援

課

さまざまな問題のために児童の養育が十分にできない場合に、児童と一緒に児童福祉施設へ入所することによ

り、自立を支援した。
4,433,141

ひとり親家庭等無料法律

相談事業
こども 育成

課

大阪弁護士会より派遣された弁護士による、ひとり親家庭等を対象とした無料法律相談を行い、養育費の取り決

めや面会交流の支援に関する困難事例への対応等を行った。
401,922

労働に関する情報の提供 協働人権課
ドーンセンターや大阪府が開催する女性のための就労支援等の講座情報のチラシを市役所の情報交流ひろばや男

女共同参画ルームにて配架提供した。
-
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事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

職員啓発チラシの配布及

び掲示
協働人権課

「男性育休」に関する啓発リーフレットを作成し、庁内ネットワークを利用して職員に対して周知を行うととも

に、厚生棟に掲示して、職員に啓発した。
-

男女共同参画推進講座 協働人権課

「今日から段取り上手になれる！タイムマネジメント」

多忙な日々時間の中での時間管理術を学び、ワーク・ライフ・バランスを実現する方法について学んだ。

講師：オフィスhint Link 槙本千里 さん

申込人数：14人  参加人数：12人

30,000

職員啓発チラシの配布及

び掲示【再掲】Ⅱ-3-①
協働人権課

「男性育休」に関する啓発リーフレットを作成し、庁内ネットワークを利用して職員に対して周知を行うととも

に、厚生棟に掲示して、職員に啓発した。
-

子育てママのおしゃべり

サロン
生涯学習課

子育て支援グループ“アイセル”のボランティアのサポートによる子育て中の保護者の集いで、子育てにおける悩

みの相談や保護者どおしの交流を図ることを目的に実施。

実施回数：11回 33人

-

放課後児童会 生涯学習課

放課後に保護者が不在となる児童に、仲間と一緒に楽しく遊ぶ場を提供し、保護者と指導員が協力しながら、集

団生活の中で、自主的･計画的、安全にすごすことができるよう生活習慣を養うことで、当該児童の健全な育成

を図ることを目的として、市立小学校7校内で実施した。

在籍児童数：735名

226,577,954

重点項目３ ワーク・ライフ・バランスの推進  【女性活躍推進計画】

施策の方向①  ワーク・ライフ・バランスの啓発

施策の方向②  男女共同参画の視点に立った子育て支援施策の推進

12



こんにちは赤ちゃん事業
健康・ 医療

連携課

乳児のいる家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに、心身の状況・養育環境等の把握や助

言を行った。 583,494

キッズくらぶ
健康・ 医療

連携課

た。

対象:1歳6か月児健康診査において保護者が育児上の困難感じている親子等

実績:5回×2コース 計10回 延人数71人

164,424

赤ちゃんルーム
健康・ 医療

連携課

交流の場を通して孤立化を防ぎ、育児支援を行うことを目的として実施した。

回数:6回／対象:生後7か月までの乳児等とその保護者／参加者:延人数95人
64,000

赤ちゃんクッキング
健康・ 医療

連携課

離乳食の正しい知識の普及を目的として開催した。

延人数63人(保護者と赤ちゃん合わせて・内父の参加８人）

141,437

き ら り キ ッ ズ ― 子 育 て

ネットワークづくりの支

援、子育て相談機能の充

実―

こども 施設

課

・市立幼稚園（3園）で毎月2回（8月を除く）幼稚園の一部教室や園庭などを利用し、幼稚園を地域子育てのコ

ミュニティの場として事業を実施した。

・子育て相談についても随時実施を図り、子育て環境の充実を図った。

-
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こども 施設

課
こども園、ラミー保育園、惣社こども園、ふじの子保育園、ふじの子第二保育園、ななこども園、キングダム・

キッズ 藤井寺、ふじみ保育園で実施した。

6,000,000

一時保育
こども 施設

課 ども園、ふじみ保育園で実施した。
25,528,196

わんぱく広場
こども 施設

課
就学前の児童とその保護者を対象に、市立保育所とななこども園で、遊びや子育ての悩み相談などに対応した。 -
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にこにこランド
こども 施設

課
就学前の児童とその保護者を対象に、市立道明寺こども園で、遊びや子育ての悩み相談などに対応した。 -

病後児保育事業

こども 施設

課

こども 育成

課

病気にかかった子どもの体調が落ち着いてきた後、保護者が仕事等で子どもを看られない時に、施設に付設され

た専用スペースにおいて、看護師等が一時的に保育を行う事業を実施した。

ふじみ保育園において病後児保育（病後児対応型）を実施した。

7,579,900

育児の悩み電話相談・子

育て「ほっと」ダイヤル

こども 施設

課
子育ての悩みを気軽に相談していただき、経験豊富な保育士が相談に応じた。 -

ファミリーサポートセン

ター事業
こども 育成

課

市が設立したファミリーサポートセンターに、育児の援助を行いたい者と育児の援助を受けたい者が、会員とし

て登録し、相互援助活動を行った。
3,301,583

子育てネットワークづく

りの支援

子育て 支援

課
子育て支援団体と連携し、地域の子育てネットワークづくりを進めた。 -
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子ども家庭総合支援拠点

事業

子育て 支援

課

子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から在宅支援を中心とした、

より専門的な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務までを行うもので、子ども家

庭支援員及び虐待対応専門員を配置することで相談機能の強化を行い、相談支援の充実を図った。

能）を一体化した「藤井寺市こども家庭センター」を設置し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもに対する相談

支援をより一層強化した。

15,699,719

地域子育て支援拠点事業 こども 育成

課

（一般型）5か所

子育て親子の交流の場の提供及び交流の促進、子育て等に関する相談及び援助、地域の子育て関連情報の提供、

子育て及び子育て支援に関する講習等を実施した。

47,237,000

カンガルー教室
子育て 支援

課

育児に関する心配事や不安について、保護者と一緒に考え、遊びの経験を通じて親子とともに、豊かな力を育て

ていけるよう支援した。
9,046,656

子育てマップ
子育て 支援

課

これから子どもを出産される方や子育て中の方が安心して子育てができるよう、子育てに便利な情報をとりまと

めた「子育てマップ」を作成した。幼稚園・保育施設等を通じて就学前児童のいる市内の家庭へ配付を行うとと

もに、市立小中学校に通う子どものいる家庭には、子育てマップのPRチラシを配付した。

-

16



介護保険制度の実施 高齢介護課

老後の最大の不安要因である介護問題にこたえるため、高齢者が介護を要する状態になっても自立した生活を送

ることができるよう、高齢者の介護を社会全体で支える仕組みとして創設された介護保険制度を着実に実施し

た。

-

男性の健康料理教室・わ

いわい教室

健康・ 医療

連携課

食の基礎を学ぶことを目的として開催した。
286,852

施策の方向③  男女共同参画の視点に立った高齢者介護施策の推進

施策の方向④  育児・介護等への男性の参画促進
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事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

職員啓発チラシの配布及

び掲示

【再掲】Ⅱ-3-②

協働人権課
「男性育休」に関する啓発リーフレットを作成し、庁内ネットワークを利用して職員に対して周知を行うととも

に、「男性育休」に関するポスターを令和6年3月に新調し、厚生棟に掲示し、職員に啓発した。
-

職員向け研修 学校教育課

・セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントに関す

る苦情・相談窓口を設けるとともに、府教育委員会作成の「教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハ

ラスメントを防止するために Ｑ＆Ａ集」を活用しての研修を実施した。 令和7年度相談件数：１件

-

新規採用職員研修 人事課

実施方法：協働人権課職員による対面研修

テーマ：｢男女共同参画社会について｣

受講者：令和7年度新規採用職員13人

-

人権推進員の配置 協働人権課
市政のあらゆる業務を、男女共同参画を含め人権尊重の視点を持って推進していくため、39各課（室）に一人の

人権推進員を配置し、男女共同参画の視点からの職場づくりに努めた。
-

重点項目４ 藤井寺市の男女共同参画の職場づくり

施策の方向①  職員の男女共同参画意識の高揚

施策の方向②  庁内推進体制の充実
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学校運営の意思決定の場

への女性参画の推進
学校教育課

画を推進した。
-

女性職員の登用促進

（令和7年4月1日現在）
人事課

以下のとおり登用した。

主幹以上 43人（男性101人）（令和7年4月1日現在）

令和7年度女性職員の昇任

（令和7年4月1日現在）

-

育児休業、介護休暇、産

前休暇、子の看護等休暇

等の周知

人事課
育児休業・介護休暇・産前休暇、子の看護等休暇等に関する条例及び規則を周知し、制度について啓発を推進

し、取得の促進を図った。
-

男性職員の育児参加のた

めの休暇の周知
人事課

出産に係る子については産後一年間、上の子については産前8週間、産後一年間の間で5日取得可能な制度につい

て周知を行った。「男性職員の子育て制度の手引き」を作成し、周知を図った。
-

施策の方向③  女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の推進
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藤井寺市特定事業主行動

計画の推進
人事課

職員が子どもたちの健やかな育成に取り組むことができるよう、職場を挙げて支援していくため、次世代育成支

援対策推進法に基づき平成19年2月に策定された藤井寺市特定事業主行動計画（令和３年４月）を推進するた

め、啓発資料の作成・配布等により、行動計画の内容を周知徹底した。

○藤井寺市特定事業主行動計画の内容

（１） 妊娠中及び出産後における配慮

  女性職員の身体的負担等を考慮した職場環境の整備に努める。

（２） 子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進

  出産後の配偶者を支援するため、子どもの出生時における父親の休暇取得の促進を図る。

（３） 育児休業等を取得しやすい環境の整備等

  不安を感じることなく育児休業を取得できるように、代替要員等の措置について検討をすすめるとともに職

場復帰への支援等の充実を図る。また、育児休業に関する制度や手続き等の情報提供を拡充する。

（４）時間外勤務の削減

  子育てを職場としてサポートしていくという観点からも、さらなる削減を図る。

（５）休暇の取得の促進

  年次休暇を取りやすくするため、計画的な年次休暇の取得の推進に取り組む。また、子の看護休暇等の特別

休暇の取得促進を図る。

-

時間外勤務削減の推進 人事課

職員の健康保持と勤労意欲の増進を図る観点から、以下の取組を行った。

・時間外勤務の取り扱いは、1ヶ月45時間以下、1年間360時間以下であることの徹底の通知 -
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職員向けの苦情・相談窓

口
人事課

ハラスメントに関する苦情・相談窓口を人事課に設けるとともに、相談員を人事課、協働人権課、子育て支援

課、教育総務課に所属する職員のうちから指名し、ハラスメントに関する苦情相談に対応した。加えて、庁内全

し、苦情処理委員会は当該事案を調査審議し、調査の結果、ハラスメントの事実が確認された場合、任命権者が

加害者に対して懲戒処分を含む措置を行うこととしている。

また、職場内で相談できないハラスメントに関する被害の相談や通報ができるよう「ハラスメント外部相談窓

口」を設置した。

令和７年度相談件数 0件

-

ワーク・ライフ・バラン

スの啓発
協働人権課

職員向け啓発リーフレット「ワーク・ライフ・バランスの推進」を市役所庁舎の更衣室に掲示し、ワーク・ライ

フ・バランスについて啓発を行った。
-

セクシュアル・ハラスメ

ント、パワー・ハラスメ

ントの防止に向けた指導

学校教育課 -
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事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

訪問指導
健康・ 医療

連携課

心身機能の低下防止と健康の保持増進を図ることを目的として実施した。
-

乳がん・子宮がん検診
健康・ 医療

連携課

乳がん検診受診者数増加を図るため、令和7年度より、大阪はびきの医療センターで個別検診(非クーポン対象者)

を開始した。子宮頸がん検診の受診者数増加を図るため、クーポン対象者が受診できる医療機関として大阪はび

きの医療センターを追加した。

以下のとおり実施した。

・乳がん:1,059人（集団検診）／430人 （個別検診）

・子宮がん:78人（集団検診）／2,013人（個別検診）

28,008,227

健康教育
健康・ 医療

連携課

「自らの健康は自らがつくる」という認識と自覚を高め、健康の保持増進に資することを目的として実施した。

集団健康教育:30回 403人
-

健康相談
健康・ 医療

連携課

生活習慣病の予防や改善に関する個別の相談に応じ、家庭における健康管理を図ることを目的として実施した。
-

健康・ 医療

連携課

特定健康診査の内容に加え、補助的に実施することにより、健康についての認識と自覚を高めることを目的に実

施した。

対象:40歳以上の特定健康診査の対象者、及び後期高齢者医療健康診査対象者／受診者数: 8,406人

36,759,646

生活習慣病予防のための

料理教室

健康・ 医療

連携課

生活習慣病予防の基礎知識を身につけることにより、本人、家族の健康の保持増進を図ることを目的として開催

した。 285,242

施策の方向①  妊娠・出産等のライフステージに応じた心身の健康支援

基本目標Ⅲ 誰もが安心して暮らせる環境の整備

重点項目１ 性の尊重と健康への支援
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健康・ 医療

連携課 届出数:385人
125,729

妊婦一般健康診査
健康・ 医療

連携課

妊娠高血圧症候群、糖尿病、貧血やその他の合併疾患のチェックを行い、流産・死産・未熟児出生等を予防する

ことを目的として実施した。

延人数4,170人

35,466,386

マタニティ（両親）教室

の開催

健康・ 医療

連携課 対象:妊婦及びその配偶者／実施回数:10回／延人数:108人
64,000

妊産婦・乳幼児保健指導
健康・ 医療

連携課
的に実施した。

面接・電話:延人数4,994人／訪問(こんにちは赤ちゃん事業含）:延人数1,278人

-

乳児一般健康診査
健康・ 医療

連携課

乳児の疾病の早期発見を行うとともに乳児の健康の保持増進を図ることを目的として実施した。

受診者:341人
2,500,014

乳児後期健診
健康・ 医療

連携課 受診者:311人
2,328,476

4か月児健康診査の実施
健康・ 医療

連携課

4か月児の疾病の予防、早期発見・早期治療を図るとともに保護者に健康相談、保健指導を実施し、乳児の健全

な育成を図ることを目的として実施した。

受診者:346人

1,182,472

1歳6か月児健康診査
健康・ 医療

連携課

1歳6か月児の疾病の予防、早期発見・早期治療を図るとともに保護者に健康相談・保健指導を実施し、幼児の健

全な育成を図ることを目的として実施した。

受診者:337人

1,820,404
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健康・ 医療

連携課
た。

受診者:集団健診345人

1,010,673

3歳6か月児健康診査
健康・ 医療

連携課

3歳6か月児の疾病の予防、早期発見・早期治療を図るとともに保護者に健康相談・保健指導を実施し、幼児の健

全な育成を図ることを目的として実施した。

受診者:366人

2,510,276

5歳児健康診査
健康・ 医療

連携課

5歳児の疾病予防、早期発見を図るとともに、保護者への健康相談・保健指導を通じて幼児の健全育成を図るこ

とを目的として実施した。

受診者:371人

573,100

経過観察健康診査
健康・ 医療

連携課

乳幼児健康診査や相談の結果、経過観察を必要とする乳幼児に対して健診・相談を行い、疾病の早期発見及び健

全な育成を図ることを目的として実施した。

すくすく健診（身体）:116人／ふれあい相談（精神）:291人

1,369,474

健康・ 医療

連携課
早期治療を図った。

受診者数:131人

871,200

こども家庭センター（

子保健機能部分）

健康・ 医療

連携課

妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して相談支援を行い、必要に応じて支援プランを策定し、

関係機関と連携して包括的な支援事業を実施した。
10,192,579
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産婦健康診査
健康・ 医療

連携課

産後うつの予防、新生児への虐待予防等を図るために、出産病院等において、産後２週間と１か月の２回、問

診・診察・エジンバラ産後うつ病問診票等を実施した。

延人数:655人

3,220,012

産婦人科・小児科オンラ

イン相談

健康・ 医療

連携課

妊娠期や子育て期の不安解消のため、気軽に産婦人科医、小児科医、助産師に相談できるようアプリやSNSを活

用した相談体制の構築を図るとともに、子育て世帯向けの医療・健康情報の配信を行うために実施した。

利用件数：647件

4,356,000

たばこの害の啓発
健康・医療

連携課

禁煙による健康増進を図るため、広報への記事記載やリーフレットを棚に設置するなどしてたばこの害について

啓発活動を実施した。
-

妊娠届時の喫煙・飲酒の

アンケート

健康・医療

連携課 児への影響を説明し、禁煙・禁酒に向けての指導を実施した。    妊娠届出数:385人
-

広報紙による啓発 協働人権課 市広報紙の4月号で、若年層の性暴力被害を予防についての記事を取り上げた。 -

性と健康に関する教育
健康・医療

連携課

性と健康に関する正しい知識の普及を目的として、小・中学校を対象に、出前講座を実施する。

小学校：5校 中学校：1校
-

性行為感染症等防止に向

けた教育の推進
学校教育課

中学校の保健・道徳の授業の中で、エイズをはじめとする性行為感染症に関する正しい知識の普及・啓発を推進

した。
-

施策の方向②  喫煙・飲酒などによる健康被害の予防に関する啓発

施策の方向③  性に関する情報提供と教育の推進
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事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

防災対策への女性の参画

の促進
危機管理室

地域防災計画へ避難所運営や災害復旧等への女性の参画を推進すること等を記載した。また、藤井寺市防災会議

委員のうち、機関の推薦により委嘱する者について、女性委員の推薦を考慮するよう依頼した。
-

男女共同参画の視点を入

れた避難所運営
危機管理室 職員配備体制について、各避難所に１人以上女性を配置した。 -

男女共同参画の視点を取

り入れた備蓄品等の整備
危機管理室

防災ガイドブックの備蓄品及び非常持出し品の例として、女性が必要とする品目を掲載し、市の備蓄計画に基づ

き生理用品等の女性が必要とする備蓄品の整備に取り組んだ。
10,582

男女共同参画推進講座
協働人権課

「みんなで防災」

男女共同参画の視点からの災害および防災や、災害時における生活上でのヒントについて学んだ。

講師：プラスワン防災 代表 坂本真理さん

申込者数：10人、参加者数：9人

30,000

「相互支援ネット」への

登録
協働人権課

男女共同参画センター（男女共同参画担当部局）の相互ネットワークを構築することにより、共助の円滑化を図

るとともに、大規模災害発生時に全国から物資、人、情報等を集約し発信することで、被災地へ的確に物資等を

提供し支援できる体制を整備することを目的とした「災害時の男女共同参画センター等の相互支援ネットワーク

（相互支援ネット）」に登録した。

-

重点項目２ 防災における男女共同参画の推進

施策の方向①  男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立
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ホームページでの啓発 協働人権課 市のホームページにて、男女共同参画の視点からの防災の必要性について啓発を行った。 -

事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

ＤＶ、セクシュアル･ハ

ラスメント等防止に向け

た研修の推進

学校教育課 DV、セクシュアル･ハラスメント等の防止に向けた教職員研修会を実施した。 -

パープルリボンの配布 協働人権課

女性への暴力の根絶を訴えるパープルリボンを配布して啓発した。

     郵便局（市内7か所）

-

パープルライトアップ 協働人権課
女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせて、女性に対する暴力根絶を願いパープルライトアップを行った。

-

施策の方向②  男女共同参画の視点を取り入れた地域防災力の向上

重点項目３ あらゆる暴力の根絶  【ＤＶ防止基本計画】

施策の方向①  ＤＶなどあらゆる暴力を許さない意識の啓発
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「女性に対する暴力をな

くす運動期間」啓発パネ

ル展

協働人権課

女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせ、女性に対する暴力防止啓発のためのパネル展を実施。 ※児童虐

待防止を訴えるオレンジリボンと連携して実施。

場所：市役所1階ロビー -

「ストップ！ＤＶ・性暴

力」パネル展
協働人権課

ＤＶや性暴力について理解を深めるパネルを作成し、展示を実施した。

場所：イオン藤井寺ショッピングセンター1階イベントスペース -

広 報 紙 に よ る 啓 発 【 再

掲】Ⅲ-1-①
協働人権課 市広報紙の4月号で、若年層の性暴力被害を予防についての記事を取り上げた。 -

広報紙による啓発 協働人権課
市広報紙の「知ろう学ぼう人権」で、女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせて11月号でＤＶを取り上げ

た。
-

啓発シールの貼り付け 協働人権課

内閣府作成の「女性に対する暴力をなくす運動啓発シール」、「AV出演被害防止啓発シール」を公共施設のトイ

レに設置して、啓発及び相談先を周知した。 -

DV啓発動画の配信 協働人権課 ＤＶについて、藤井寺市公式YouTubeチャンネルにて動画配信を行った。 -
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デートＤＶや買売春等防

止に向けた教育の推進
学校教育課 授業等において、正しい知識の指導や適切な情報を理解するための啓発活動を推進した。 -

デートＤＶの予防啓発 協働人権課 若年層へのデートＤＶ予防のため、性的同意に関してホームページ・広報誌で周知を行った。 -

相談カードの設置 協働人権課
「カード女性相談窓口の案内カード」を公共施設の女性用トイレに設置して、相談先を周知した。

-

啓発シールの貼付け【再

掲】Ⅲ-3-①
協働人権課

内閣府作成の「女性に対する暴力をなくす運動啓発シール」、「AV出演被害防止啓発シール」を公共施設のトイ

レに設置して、啓発及び相談先を周知した。 -

施策の方向③  相談窓口の充実・周知および相談体制の強化

施策の方向②  加害者も被害者も生まないための取組の検討
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人権悩みの相談室の開設 協働人権課

暮らしの中で起こる人権、女性の人権に関する問題や悩みに専任の女性相談員が対応した。

男女共同参画ルーム内相談室／相談件数：延べ261件（内DV相談110件）

【特設相談】

相談件数0件

女性相談窓口の開設 協働人権課

DVをはじめとする困難を抱える女性の相談に専任の女性相談員が対応した。

349件（内DV相談212件）

生理用品の無償配布を契

機とした相談事業
協働人権課

課題を抱えている女性を適切な相談支援につなげる一助となることを目的として、災害用の備蓄品を活用し、生

理用品の無償配布を契機とした相談事業を実施した。

配布場所：人権悩みの相談室､女性相談窓口、社会福祉協議会／配布人数：延44人（内相談につながった人数：

延4人）

-

女性相談窓口の女性相談

支援員の研修会等参加へ

の支援

協働人権課
女性相談支援員が相談ノウハウを高めるために各種研修会に参加した。

・大阪府女性相談センター主催「女性相談支援員会議」年3回の参加（女性相談支援員1人参加）
3,600

人権悩みの相談室相談員

の研修会参加への支援
協働人権課

人権悩みの相談室の相談員およびDV所管課担当職員が相談ノウハウを高めるために各種研修会に参加した。

・大阪府主催「大阪府人権総合講座後期」科目選択（職員1人、相談員4人参加）
2,300

4,474,398
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関係部署・関係機関と連

携した被害者支援の実施
協働人権課

被害者一人ひとりに応じて、大阪府女性相談センターや庁内担当課、女性相談窓口、人権悩みの相談室と連携

し、被害者の保護や自立に向けた支援を行った。
-

人権相談ネットワーク会

議の設置及び開催
協働人権課

時）
-

被害者支援に関わる関係

機関との連携
協働人権課

関係機関が集まる会議として、「DV相談事業関係者会議」に参加すると共に、被害者の安全確保や一時保護が

必要とされる場合、警察署や大阪府女性相談センター、大阪府富田林子ども家庭センターと連携して被害者支援

を行った。

-

施策の方向④  被害者の保護と自立支援

施策の方向⑤  庁内関係課や関係機関とのネットワークの強化
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3．計画推進の指標の進捗状況

 

項 目 策定時 
実績値 

目標値 
令和７年度 

審議会等への女性委員参画率 
26.4％ 

（令和2年3月31日） 

29.6％ 

（令和８年3月31日） 
35.0％ 

管理職（課長級以上）に占める女性職員の割合 
23.6% 

（令和2年4月1日） 

31.9％ 

（令和８年4月1日） 
30.0% 

男性職員の育児休業取得率 
9.1％ 

（令和元年度） 

87.5％ 

（令和７年度） 
30.0％ 

 



＜資料＞

○地方自治法第202条の3に基づく委員会 ○地方自治法第180条の5に基づく委員会

名称 担当課 委員数(人) 内女性数(人) 比率(％) 名称 担当課 委員数(人) 内女性数(人) 比率(％)

防災会議 危機管理室 28 1 3.6 教育委員会 教育総務課 5 2 40.0
国民保護協議会 危機管理室 27 0 0.0 選挙管理委員会 選挙管理委員会事務局 8 4 50.0
行政不服等審査会 総務課 5 2 40.0 公平委員会 公平委員会事務局 3 1 33.3
公共施設マネジメント検討委員会 FM推進課 - - - 監査委員 監査委員事務局 2 1 0.0
複合施設整備検討委員会 FM推進課 - - - 農業委員会 産業労働課 18 2 11.1
病院跡地活用検討委員会 FM推進課 8 3 37.5 固定資産評価審査委員会 固定資産評価審査委員会事務局 3 0 0.0
指定管理者候補者選定委員会 行財政管理課 - - - 39 10 25.6
総合計画審議会   戦略調整課 7 3 42.9
職員倫理委員会 人事課 5 2 40.0
特別職報酬等審議会 人事課 - - -
議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等認定委員会 人事課 5 0 0.0
議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等審査会 人事課 3 1 33.3
住居表示審議会 市民課 - - -
人権を守るまちづくり審議会 協働人権課 10 5 50.0
男女共同参画推進審議会 協働人権課 10 5 50.0
市民協働推進委員会 協働人権課 - - -
いじめ問題再調査委員会 協働人権課 - - -
環境保全審議会 環境衛生課 7 1 14.3
障害者介護認定審査会 福祉総務課 15 3 20.0
保健福祉計画推進協議会 福祉総務課 16 9 56.3
民生委員推薦会 福祉総務課 12 5 41.7
介護認定審査会 高齢介護課 30 12 40.0
地域密着型サ-ビス運営委員会 高齢介護課 7 3 42.9
地域包括支援センタ-運営協議会 高齢介護課 7 3 42.9
老人ホ-ム入所判定委員会 高齢介護課 7 2 28.6
国民健康保健運営協議会 保険年金課 14 4 28.6
子ども・子育て会議 子育て支援課 10 8 80.0
児童福祉審議会 子育て支援課 5 3 60.0
市立休日急病診療所運営委員会 健康・医療連携課 8 3 37.5
健康づくり推進協議会 健康・医療連携課 18 8 44.4
予防接種健康被害調査委員会 健康・医療連携課 7 3 42.9
健康増進計画・食育推進計画策定委員会 健康・医療連携課 - - -
都市計画審議会 都市デザイン課 14 2 14.3
景観審議会 都市デザイン課 9 0 0.0
空家等対策協議会 都市デザイン課 9 1 11.1
地域公共交通会議 都市デザイン課 15 2 13.3
市立小中学校通学区域審議会 学校教育課 - - -
市立学校教科用図書選定委員会 学校教育課 - - -
いじめ問題対策連絡協議会 学校教育課 9 6 66.7
いじめ問題専門委員会 学校教育課 3 0 0.0 ＜全体＞
藤井寺市地域部活動あり方検討委員会 学校教育課 11 1 9.1
文化財保護審議会 文化財保護課 8 2 25.0
史跡古市古墳群整備検討委員会 文化財保護課 6 2 33.3
生涯学習審議会 生涯学習課 12 5 41.7
市立小･中学校体育施設開放事業運営委員会 スポ-ツ振興課 10 3 30.0
スポ-ツ推進審議会 スポ-ツ振興課 9 3 33.3
市民間保育施設設置・運営事業者選考委員会 こども施設課 - - -

386 116 30.1計

審議会等女性委員比率（令和8年3月31日現在）

計

委員数 内女性数 比率(％) 前年度(％)

425 126 29.6 30.0
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